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1．はじめに
　「キューポラのある街」として知られた埼玉県川口市も，現在の街並はすっかり様変わりし
てしまった。東口駅前には大手百貨店が進出し，反対側の西口駅前には総合文化センター，リ
リアが讐え立つ。そのならびには住都公団の高層マンションがあり，さらに駅周辺を中心に，
市内のいたる所に大型のマンション群が林立する。そうしたマンション群のシンボルででもあ
るかのように，大手不動産会社の威信をかけた，55階建ての超高層マンションが，現在，芝川
沿いに建設中である。その景観からは，そこがかつて我が国の一大鋳物産地であったこと（現
在でもかなり大きな産地ではあるが）は，想像すらできないことであろう。
　昭和30年代（1955～64年）の頃，東京都赤羽方面より夕刻の電車に揺られ，荒川の鉄橋を渡
ると，夕暮れの空に何本もの赤い火の粉を吹くキューポラがみられた。川口の街に降り立つと，
空気が埃っぽく，硫黄の臭いが感じられた。当時の街中には，駅周辺部にすら鋳物工場があち
こちに散在していた。工場はほとんどが木造で，すでに老朽化していたものが多く，一部にス
レートやトタンが使われていた。工場の板壁には，木枠の簡単な窓がいくつかあったが，埃の
たまった木枠はいくらか歪んでおり，何箇所かの窓ガラスは割れ落ちたまま放置されていた。
遊び帰りの道すがら，その割れたガラス窓のすき間から，よく工場内の作業をのぞきみたもの
であった。小型のキューポラであるこしきの栓があけられると，勢いよく湯（溶けた鉄）が取
鍋（とりべ）の中に流れ落ちる。1，400度近くにまで熱せられ，薄いオレンジ色の光を放つ湯は，
取鍋の壁にあたると，湯玉となって飛び散り，あたりはさながら線香花火をしているかのよう
に映る。取鍋8分目ほどにとられた湯は，鋳型のならべられている土間に運んでこられる。そ
こには湯汲みを持った職人が数人ならんでおり，彼らは取鍋から15～20キロほどの湯のはいる
湯汲みに湯を移しかえ，整然とならんだ鋳型のはしから湯を型へと流し込む。湯の熱気を浴び
て，職人の顔はほてり，額には玉のような汗が滲み出てくる。なかには上半身裸の職人もいる。
型の表面からは，うっすらと蒸気が出始める。やがてすべての型に湯を流し終えると，今度は
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鉤のついた棒で，鋳込んだ製品を取り出す。まだ灼熱色の光を放つ製品は，一か所に集められ，
焼けた砂には水がうたれる。熱気に満ちていた工場内が，今度はむれた蒸気でむせかえるよう
になる。作業の終わり頃には，職人達は皆，全身汗まみれになっていた。こうした記憶も，今
では懐かしい過去の光景となってしまった。
　東京駅から電車で30分という立地条件から，川口市は高度成長期より，首都東京のベット・
タウンとして発展し，常に県下最大の人口を擁する住宅都市としての一面も，そなえていた。
川口市は，常に地場産業である鋳物業を中心とする工業都市としての側面と，東京のベット・
タウンとしての側面を兼ねそなえつつ，発展してきたといえるのである。しかし煤煙，騒音，
粉塵の発生源となる鋳物工場と，良好な住環境を求める近隣住民との間で，トラブルが絶えず
生じていたことも事実であった。川口市はいちはやく，市内に工業団地を造成し，駅周辺の鋳
物工場の誘致を進めたが，工業団地そのものが限られた規模のものであり，工場移転が可能だっ
たのは，資金的に余裕のある一部の工場のみであった。多くの企業は都市化の波にもまれつつ，
近隣住民と折り合いをつけながら，住工混在のなかで懸命の操業を続けていたといえるであろ
う。しかし，都市化の波は，押しとどめようもないものであった。しかも日本経済は高度成長
期を終え，低成長の時代へと移行しつつあった。それまで，景気変動の影響をもろに受けつつ，
増減を繰り返していた鋳物工場数は，昭和45年（1970年）以後一貫して減少傾向をみせるよう
になる。そしてバブル経済が崩壊した現在，鋳物工場の減少には，一層の拍車がかかっている。
しかし，この低成長期からバブル経済期にかけて，実際に川口市で鋳物工場の経営にあたって
いた筆者にとっては，バブル経済期以降の工場数の減少は，かつての状況とはあきらかに性格
が異なるものと思えるのである。以下，ここ20年程の川口鋳物業の状況を，一鋳物工場経営者
の目を通してかいまみてみようと思う。
II．低成長時代の川口鋳物業
　川口鋳物業は，古くは御鋳物師の時代からの歴史を持ち，江戸時代には神社，寺院の天水鉢
の製作にもたずさわっていた。明治維新以降，第二次大戦期にかけては，鍋，釜等の日用品鋳
物を生産する技術的におくれた広範な小生産者層を背景に，近代的技術を整えた工場が順次出
現し，政府の軍工倣を中心とした軍事生産体制のもとに組織されていたものと思われる。そし
て戦後，生産設備が空襲をのがれて温存されていたことから，いち早く日用品鋳物の生産に乗
り出し，ヤミ経済の混乱の中で鋳物の街としての体制を整えていったのであった。やがて戦後
の経済復興の中心をなす，大工業本位の傾斜生産方式等の経済政策が強力的に押し進められ，
川口鋳物業はそれら大工業へ素形材を供給する，いわば下請け工業として再編されてくること
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となる。
　戦後復興期を終え，川口鋳物業が近代化を押し進めていく過程は，同時に下請け工業への再
編過程でもあった。戦後の経済復興が，昭和25年（1950年）の朝鮮戦争を画期とし，いわば特
需を主導として展開されたのに対し，高度成長期は，旺盛な国内設備投資と順調な輸出の双方
に支えられた経済成長であった1）。京浜・京葉工業地帯の重工業の驚異的な発展に随伴して生じ
た旺盛な設備投資に支えられて，川口鋳物業は，それら重工業部門へ素形材を供給する下請け
工業として，再編されていったのである。こうした再編過程は，第一次，第二次高度成長期を
通じて，上層育成・下層淘汰，そして絶えざる新規参入をともないつつ，展開されていった。
この過程は，第二次高度成長の終期である昭和45年（1970年）頃までに，一応の転機を迎える。
そして旧来からの古い生産設備のまま，充分な公害対策も施せず，古い生産関係を温存しつっ
残存する鋳物工場に，新規住民からの冷やかな目が浴びせられた。川口の鋳物工場が，工業団
地や東北地方へと移転を開始するのも，ちょうどこの時代からのことであった。
　京浜・京葉工業地帯の重工業を中心とする大企業のもとでの，下請け企業としての再編が，
第二次高度成長の終期である昭和45年（1970年）頃に完遂され，川口鋳物業は生産量のピーク
を迎えた。第二次高度成長期後，列島改造論に沸き上がった昭和48年（1973年）に40万トン
を突破し，戦後の生産量のピークを記録した川口鋳物業は，その後，昭和54～56年（1979～81
年）には30万トン台，57～58年（1982～83年）には20万トン台，59～60年（1984～85年）
には30万トン台へと，増減を繰り返しつつその生産量を漸減させ，平成4年（1992年）以降は25
万トン台前後と長期にわたる低下傾向を示すようになる2）。また鋳物工業協同組合の組合員数
も，昭和35年（1960年）の626社をピークに減少を始め，昭和45年（1970年）には，400社
台，54年（1979年）には300社台，そして60年（1985年）には300社台をも割り込む状況と
なった3）（図1参照）。低成長時代への移行であった。
　昭和46年（1971年）8月のニクソン米大統領のドル防衛策の発表，いわゆるニクソン・ショッ
クに続いて生じた，昭和48年（1973年）2月の円の変動相場制への移行，同年10月のオイル・
ショックは，川口鋳物業に大きな打撃を与え，以後，川口鋳物業は深刻な長期構造不況へと突
入していく。昭和49年（1974年）から昭和50年代（1975～84年）にかけて，下層淘汰の過程
を通じて，大企業による下請け鋳物工場の選別が進み，鋳物工場数は急速に減少していった。
かつて工場の創業者でもあった祖父は，戦前，そして戦後復興期から高度成長期にかけて，「3
1）加藤泰男『現代日本経済の軌跡』八朔社，1994年，1－3頁。
2）政治経済研究所『川口市の産業構造について一とくに鋳物・機械産業の特徴について一j政治経済研究
　所，1997年，29頁。
3）同上書，31頁。
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図1　鋳物協同組合組合員数と従業員数の推移
　　　（左軸：協同組合員数，右軸：従業員数）
　　　出典：政治経済研究所r川口市の産業構造について」1997年、31頁。
年赤字の年が続いても，1年いい年があれば取り返せる」と，よくいっていたが，そのような
経営環境は，もはや存在しなかった。低成長時代を迎えた川口鋳物業は，いつあけるとも知れ
ない長い不況にあえぎ続けることとなる。世界同時不況に直面した大企業は，下請け単価の一
方的な引き下げにより，生き残りをかけた。それに対して，受注量の減少と下請け単価の引き
下げというダブル・パンチを浴びた川口鋳物業は，行政を巻き込んで必死の抵抗を試みたので
ある。
　昭和53年（1978年）9月，当時の川口市長，大野元美氏を中心とし，安価な外国銑鉄の輸入
と海外市場への輸出促進を使命とした川口産業振興公社が設立された。設立の経緯に関しては，
同年6月14日より，毎日新聞埼玉版に6か月間，計63回にわたって掲載された「キューポラ
．の街」4）に詳しい。市長を先頭とし，業界の窮状打開をねらったブラジル銑の輸入とアメリカ市
場への製品輸出も，準備不足から期待した効果は得られなかった。特に，アメリカ市場への輸
出に関しては，商談の入口にも到達できない状況で，逆に，すでにアメリカ市場に食い込んで
いた韓国や台湾の鋳物業者のしたたかさに，舌を巻くという状況であったという。現状認識の
甘さを痛感した，苦い経験であったといえよう。しかしともかくブラジル銑の輸入のみは，同
年9月に実現した。ところが，ここでも輸入・販売価格の積算根拠があいまいで，鋳物業者の
利益のためだけに公費を用いる大野市政に批判が噴出したのである。そして，こうした無理難
題を克服して，ようやくこぎつけた安価なブラジル銑の輸入実現がもたらしたものは，親企業
4）毎日新聞社，浦和支局編『キューポラの街』毎日新聞社，1979年，85－155頁。
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からのさらなる下請け単価引き下げの要請であった。
　この低成長の時代，川口の鋳物工場は，二極化の傾向をみせ始めていたと思われる。一部の
優良企業は，都市化の進展する川口市内での操業の限界を感じ，また親企業からの下請け単価
の引き下げに対応するための合理化・効率化を求めて，最新鋭の設備を整えた新工場を市外に
建設した。そうした企業の多くは，鋳物の材質に関する特許や製法に関するノウハウを社内に
蓄積しており，移転後もある程度の採算見込み・経営継続の見通しがある企業であった。また，
オイル・ショック以後の長引く不況のなか，有効な経済政策を打ち出せないでいた政府が，昭
和52年（1977年）以降，積極的な財政政策を強力的に押し進めるようになる。昭和52年度（1977
年度）の大型積極予算での国債依存度29．7％（三割借金財政），昭和54年度（1979年度）予算
の国債依存度39．6％（四割借金財政）という借金財政の定着により，公共事業支出の大幅な増
額による景気浮揚策が展開されていった5）。この政策が，その後の日本経済の中枢をなす大企
業，大手ゼネコン本位の政策であったことは明白であった。そして，そうした公共事業にかか
わる鋳物業者は，この間，円高の進展にともなう原材料費の低下と安定した市場の拡大により，
比較的良好な経営を維持していたと思われる。
　しかし，すべての企業がこうした恩恵を受けたわけではなかった。多くの鋳物工場は，受注
量の減少と下請け単価の切下げのもとに苦しい経営をしいられ，移転による合理化・効率化や，
将来の経営見通しもないままに，その日その日の経営に没頭していた。苦しい経営のもとでは，
充分な公害対策も施せず，工場建物や生産設備は老朽化するにまかせるしか，手だてはなかっ
た。煤焦げ，一部は破損したままの工場外壁，錆びて腐りかけた集塵器からもれるキューポラ
の煤煙，開け放たれた工場内から放出される粉塵・騒音，こうした実態のもとで，近隣住民と
のトラブルも激化し，公害の苦情が市当局に数多く寄せられたのであった。こうして，多くの
鋳物工場は肩身の狭い操業をつづけ，一部の工場は将来への見通しを失って廃業を決意するか，
最後まで鋳物工場の経営に固執し，倒産への道を歩んだのである。
　低成長時代の川口鋳物業の工場数の長期的減少傾向は，およそ以上のような上層育成・下層
淘汰の過程を経て，大企業本位の経済政策のもとで，進行していったといえるであろう。しか
し，こうした苦しい経営環境のもとでも，多くの経営者の心層の奥底には，なんとかして先祖
伝来の家業を継続していこうとする気概ともいうべきものが，なお残されていたことも事実で
あった。
5）加藤泰男，前掲書，26－31頁。
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III．鋳物工場経営の特質
　戦後復興期に，いち早く日用品生産に乗り出した川口鋳物業であるが，その生産はすでにあ
る程度，全国の市場に商品を流通させる問屋資本の指揮のもとに，おこなわれていたと思われ
る。そして高度成長期，京浜・京葉工業地帯の重工業を中心とする大企業へ，機械部品等の素
形材を供給する，いわば補完産業としての川口鋳物業の確立は，この下請け企業としての性格
を決定づけることとなった。県下最大の工業都市としての発展は，まさに，重工業を中心とす
る大企業による，中小鋳物工場の系列化・下請け化を通じての再編過程でもあったのである。
　機械鋳物の生産は，通常，受注生産によっておこなわれる。発注側の親企業は，機械製品の
一部を構成する部品の鋳物を，下請け企業である鋳物工場に発注するわけであるが，その際，
この鋳物を作るための木型（あるいは金型）が必要となる。この木型を作るいわゆる木型屋は，
発注側の親企業が指定することもあるが，多くの場合，受注側の鋳物工場が，なじみの木型屋
に発注し，型の分割や中子（鋳物の空洞となる部分）の取り方等を相談しつつ，製作していく。
通常，木型の製作費は親企業が負担し，木型は親企業の所有物となる。機械の部品は，同じよ
うな機械でもメーカーによって細部が異なっており，鋳物業者側が，規格品のような型を自己
製作して，鋳物製品を複数のメーカーに販売することはできない。また，型の所有権という点
からも，鋳物の生産過程は，完全に発注元の親企業の生産過程に組み込まれることとなる。ど
のような鋳物を，いつ，どれくらい生産するかは，すべて発注側の親企業が決定するのである。
　また，日本の企業は，常にユーザーの要請をとりいれ，製品の細部をそのニーズにあわせる
ことで，競争力を維持してきた。したがって，その部品を構成する鋳物製品も，常に変更を余
儀なくされる。鋳物工場側としては，生産量が減少したときに，将来の受注を見込んで在庫を
積み置きしておくことは，大きなリスクを背負い込むこととなるのである。このように，生産
量，すなわち受注量が，発注側の意向に完全に左右されているため，多くの鋳物工場は，数社
ないしは十数社の取引先を持っているのが普通である。こうした複数の企業からの発注をとり
まとめ，常に数カ月分の受注残を持ちつつ，生産量を平均化させているのである。十数社にも
およぶ取引先，多種多様な鋳物製品の受注，いつ変更を余儀なくさせられるかもしれない製品，
こうした生産体制が，川口鋳物業の「多品種少量生産」という特徴を根底から規定しているの
である。
　しかし，こうした受注生産は，景気変動の影響をまともに受けることとなる。景気の回復期
には，適正な受注残を持ち，安定した生産をおこなっている。ところが，景気が過熱ぎみにな
るやいなや，この十数社の取引先からいっせいに注文が舞い込んでくる。どの注文も，「至急」
である。工場そして従業員は，連日，残業をしいられるが，受注量は完全に生産能力をオーバー
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している。方々の取引先からは，毎日のように納期の問い合わせがあり，下請け単価は，発注
のたびごとに上げられていく。そして，有力な取引先からは生産設備の拡張が要請され，それ
ができないならば他の鋳物工場にも発注するという最後通告がなされる。鋳物工場のなかには，
この景気上昇の波に乗って，生産設備の改善・拡張に踏み切るところもでてくる。しかし，生
産能力が受注量に追いつき始めた頃，突然の不況がやってくる。注文はいっせいに手控えられ，
受注残はあっという間に減少していく。工場の稼働率を確保するため，社長あるいは営業担当
者は，注文を求めて知り合いの鋳物工場に仕事をもらいにいく。やがて，発注先の親企業から，
製品単価の引き下げ要求が出るとともに，業者間で受注確保のための値下げ競争が始まる。こ
の競争で生き残れない者は，倒産・廃業の憂き目をみることとなるのである。
　こうしていく度かの循環過程を経て，川口鋳物業は，大企業による系列化・下請け化を通じ
ての再編を重ねつつ，しだいにその工場数を減少させてきたのであるが，その際，淘汰されて
いった工場は，最下層の零細工場に限られなかった。むしろ，倒産への道を歩んだのは，過剰
な生産設備を抱えた，中堅の鋳物工場であった。家族や親類といった，いわば同族の労働力の
他，数人の従業員しか雇用していない零細企業は，受注面で二次下請け，三次下請けの立場に
甘んじながらも，こうした不況期には，みずからの賃金をその最低限にまで押し下げることに
よって，驚異的な生存力を発揮したのである。
　この生存力の背景には，二つの条件が付随していたといえるであろう。その一つは，工場敷
地が，経営者みずからの所有地であったということである。多くの鋳物工場は，先祖伝来の土
地の上に工場と自宅を建設し，いわば職住一体のもとに経営をおこなってきた。そして，この
経営者の自己所有地である土地の地代に関しては，借地人である鋳物企業のほうは，ほんの名
目程度の賃借料しか支払っていないのが，普通であった。こうした固定費の負担に関しては，
生産量が激減する不況期には，きわめて有効な価格競争力を，零細企業に与えたのである。し
かもこの工場敷地は，たとえ零細規模の鋳物工場においても，200～300坪という規模を持って
いた。「多品種少量生産」という条件のもとでは，小規模・零細企業においてさえ，かなりの工
場敷地を必要としたのである。単一製品の大量生産を可能とした，自動造型・連続注湯ライン
は，一部の優良鋳物工場や，製品の規格化が進展した自動車鋳物部門においてのみ可能であり，
一般の機械鋳物やその他の雑多な鋳物製品を製造する工場には，無縁のものであった。多くの
鋳物工場では，造型した鋳型を工場内の土間に敷きつめ，通常二日から三日おきの「吹き」と
呼ばれる溶解作業で，鋳型への注湯がおこなわれた。しかも，前述したような親企業所有の木
型や中子取り一式が，下請け企業である鋳物工場の保管にまかされていたため，工場内は鋳型
や木型であふれかえっていた。工場内の半分以上が，木型や中子取りの置場となっていた，と
いう工場も稀ではなかった。したがって，わずかな生産量の零細工場においてさえ，鋳物工場
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はかなりの敷地を必要としたのである。そして，’首都東京の近隣に存在する，比較的広い工場
敷地の所有という経営条件が，金融機関に対する確実な担保物件としての価値を持っことから，
不況期の運転資金の調達に有効に作用したのであった。
　小規模・零細鋳物工場の経営を支えた第二の条件は，税制面における企業会計と経営者の自
己家計との混同の容認である。鋳物企業の多くは，工場と経営者の自宅が同一敷地内にある。
こうした場合，企業会計と経営者の家計とが混同され，経営者一族の生活支出が企業の損金と
して処理されていることが多々ある。電力，電話，ガス等の他，交際費，車両維持費等の名目
で，経営者の家計負担の一部が企業の負担に転嫁されていることは，周知の事実であろう。こ
れは不況期に，経営者一族の所得を最低限にまで引き下げる際に，あるいは通常の経営状況に
おいてすら，中小企業経営の存続を許す，基本条件をなすものであった。日本の所得税制のも
とでは，税務署による所得捕捉は，よく「クロヨン」と呼ばれている。すなわち，税務署によ
るサラリーマンの総所得の捕捉が9割であるのに対し，自営業者は6割，農家は4割であると
いう指摘である。したがって実質上，同じ1，000万円の所得を得ていても，サラリーマンはそ
の9割が課税所得算定の基礎となり，それに対して自営業者は6割，農家は4割が課税所得算
定の基礎となるにすぎない。累進所得税制のもとでは，これは明らかに自営業者，農家への優
遇措置といえるであろう。このような税制面での優遇措置が，小規模・零細企業の存続条件と
なったのであった。
　こうして，不断の淘汰過程を経つつも，川口市内には，様々な形態の中小鋳物工場が，脱落
していった鋳物工場の跡地に建設されるマンション群の谷間に，残存していったのである。
IV．プラザ合意以後の川ロ鋳物業
　昭和60年（1985年）9月の，プラザ合意以降の急激な円高の進展は，川口鋳物業の経営を一
層厳しいものとした。長い間の構造不況に苦しんでいた鋳物工場に対し，親企業は，輸出競争
力確保のため，さらなる下請け単価の引き下げを要求してきた。しかも，すでに海外からの安
価な鋳物製品の供給源を確保した大企業からは，それと同じ単価での製品の納入が一方的に通
告され，それができない場合には，ただちに発注のストップ，木型の引き揚げがおこなわれた
のであった。数世代に渡って，先祖伝来の家業として鋳物工場を受け継いできた経営者は，必
死の抵抗を試みた。長い間の取引関係を楯に，親企業と粘り強い交渉を続けた業者は，親企業
から，従来の下請け単価と輸入単価の中間の価格を提示されたが，それはもはや長期にわたっ
て生産を継続できる価格ではなかった。鋳物業者のなかには，独自に海外での生産拠点を開拓
し，その輸入を促進させる者もあった。しかしいずれにせよ，工場経営を維持していくことは
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難しく，決断を迫られる日は，そう遠いことではなかったといえるであろう。産業の空洞化は，
静かに進行していた。
　また，3K（きつい，きたない，危険）の代表職種ともいえる鋳物業においては，慢性的な
人手不足，若年労働力の不足に悩まされ続けてきた。充分な設備投資もできず，ほとんどが，
暗い土間の上での手作業で労働せざるをえない鋳物工場は，若年層にとって，魅力ある職場で
はなかった。鋳型や中子の製作に使用される砂には，しばしば粉末状の黒鉛が混ぜられ，それ
がサンド・ミキサーで撹梓されるために，工場内は常に埃で充満していた。こうした細かな埃
を吸い込むことによって生じる塵肺は，鋳物工の職業病である。さらに，キューポラや電気炉
で1，400度以上に熱せられた熔湯を取り扱う鋳物工場内は，夏場には50度近くの温度にまで上
昇した。こうした劣悪な労働条件に耐えうる労働力は，戦後復興期から高度成長期にかけて鋳
物業に入ってきた，いわゆる職人層の他は，ほとんどいなかった。稀に作業服を着た若い労働
者が，工場内にいたとしても，たいがいはその工場経営者の二世か三世であった。鋳物，機械
工員の技術の向上と，地方出身若年労働者のために，昭和34年（1959年）に設立された川口市
立高等職業訓練校の鋳物科の生徒は，昭和53年（1978年）4月，ついにゼロとなった6）。若者
の鋳物工場ばなれをあらわす，象徴的出来事である。事態はそれ以降，なにも改善されなかっ
た。
　こうした慢性的労働力不足に対する，最も安易で一時的な対応策は，円高の日本に出稼ぎに
やってきた外国人労働者の，不法雇用であった。川pの街に溢れる外国人不法就労者は，一時
期，社会問題として大きくクローズ・アップされた。しかし，言葉も作業内容もわからない外
国人労働者に，鋳物製造工程の大要を教え込むことは不可能なことであり，多くは雑役として
単純な力仕事をおこなうのみで，鋳物工場に留まる期間も短かった。労働力を確保する方策は，
大規模な投資をおこない，作業環境を大幅に改善することであったが，多くの鋳物工場にはそ
れをおこなう体力も気力もなかった。労働力の主体は，しだいに60歳に近づき，従業員の平均
年齢が，50歳代後半となる工場も稀ではない。労働者の高齢化とともに，手作業に頼っていた
工場の作業効率はしだいに低下し，経営者一族の労働力は，鋳物工場を操業させていくうえで，
不可欠の構成要素となりつつあった。
　そして，円高の進行とともに，狂乱的な地価高騰の時代がやってきた。バブル経済の幕開け
である。この地価高騰は，事業を継続していこうとする鋳物業者にとってみれば，担保価値の
上昇による資金調達力の強化というメリットをもたらす一方，固定資産税の負担増や賃借料の
上昇，ひいては事業承継の困難，といったデメリットをもたらすが，概してデメリットの影響
6）毎日新聞社，前掲書，123－125頁。
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のほうが強い7）。しかし，長期にわたる厳しい経営環境の中で翻弄され，気力も体力も使い果た
した鋳物工場にとってみれば，それは，変態の過程を経て将来への希望をつなぐ一条の光であっ
た。
　前述したように，多くの鋳物工場経営者は，たとえ小・零細規模の工場でさえ，かなりの広
さの工場敷地を自己所有していた。この所有地は，通常の経営状況のもとでも，資金調達のた
めの，重要な担保物件となっていた。長い間の苦しい経営のもとでは，この担保価値いっぱい
の資金借入を，おこなっていた企業も多かったであろう。また，決算報告書のなかで，おそら
く，最も金額の大きな資産項目が，工場建物と生産設備であったという企業も多かったであろ
う。こうした生産設備は，廃業を選択した場合，資産項目となっていながら，まったくの無価
値となり，逆に，その解体のために費用がかかるという代物であった。このような状況のもと
では，廃業によって土地を処分しても，借入金さえ金額返済できないことが多く，経営者は倒
産という悲劇的幕切れまで，事業を継続せざるをえない。しかし，狂乱的な地価高騰は，状況
を一変させた。工場敷地を更地にしたうえで土地を処分し，借入金をある程度返済して，なお
図2　地価動向と跡地利用届出件数
　　　（左軸：跡地利用届出件数，右軸：全用途平均公示地価変動率，％）
一一一 ?ｦ地価変動率
一共同住宅目的
出典：政治経済研究所、前掲書、22頁。
7）中小企業庁編『中小企業白書」昭和63年（1988年）版，18－19頁。
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かつ経営者の手元に相当の資産が残ることが判明した瞬間，将来への事業展望を見失った鋳物
工場経営者の選択肢は決定したといえるであろう。
　川口市は工場跡地をその他の用途に転用する場合，事前の届け出を義務づけているが，図2
は，この跡地利用の届け出件数と公示地価の変動率を，重ねあわせたものである。公示地価は，
通常，実際の地価変動よりもやや遅れて変動するきらいがあるが，それを勘案すると，昭和60
年（1985年）以降のバブル経済期の地価高騰とまったく連動して，工場の廃止数が増加してい
る。しかも跡地利用のほとんどは，共同住宅，すなわちマンション目的の利用であり，その半
数近くが鋳物工場の跡地だったのである8）。昭和62年（1987年）以降の景況は，輸出関連の中
小企業が，円高の影響でやや停滞ぎみであったが，旺盛な国内需要に支えられて，製造業一般
は好況局面にあった9）。しかし，こうした好況局面にもかかわらず，鋳物工場の廃業は続いて
いったのである！°｝。もはや低成長時代のように，後ろ髪を引かれつつ，先代，あるいは先々代か
ら引き継いだ家業に，幕を引くという状況ではなかった。経営環境は，その根底から劇的に変
化してしまったのである。
　川口市における，昭和35年（1960年）から平成3年（1991年）にかけての，産業別事業所
数の変化を示したのが表1であり，1960年に対する1991年の増加倍率を図示したのが，図3で
ある。この30年間，事業所総数は約6，000から23，000へと約4倍となったが，その中で増加
率が目立って大きいのは不動産業で，わずか49事業所から1，000事業所以上へと約22倍，建
設業が224から2，000弱へと約9倍の伸びを示している1’）。住宅都市化がいかに進展したかが，
表1　川ロ市産業別事業所数
総数鰍業製造業灘摩不動躾サービス業その他
1960
1969
1978
1986
1991
5，962
11，316
18，863
22，503
23，179
　224
　620
1，284
1，800
1，977
2，019
3，820
5，516
6，306
6，328
2，613
5，083
8，149
9，029
8，836
　49
　107
　722
　951
1，074
　919
1，481
2，785
3，823
4，203
138
205
407
594
761
資料：事業所統計。
出典：政治経済研究所，前掲書，21頁。
8）政治経済研究所，前掲書，22頁。
9）中小企業庁編『中小企業白書』昭和63年（1988年）版，1－3頁。
10）こうした傾向は，全国のいわゆる産地産業においてみられた状況で，転・休・廃業件数は，昭和61年度（1986
　年度）の1，759件から，昭和62年度（1987年度）の4，752件へと急増している（中小企業庁編『中小企業
　白書』平成元年（1989年）版，20頁）。
11）政治経済研究所，前掲書，20頁。
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図3　川ロ市事業所数増加率
　　　（1960年に対する1991年の倍率）
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資料　事業所統計
出典：政治経済研究所、前掲書、20頁。
明瞭に読みとれるであろう。1960年当時の，川口鋳物工業協同組合の組合員数は626社であり，
これは全事業所の10．5％，製造業の31．0％を占め，鋳物業はまさに川口市の地場産業としての
重要性を誇示していた。しかし，1991年頃の組合員数は約230社程度にまで減少してしまい，
それは全事業所の1．0％，製造業の3．6％程度を占めるにすぎないのである。そして，この減少
傾向には，なお歯止めがかかっていない，というのが，川口鋳物業の現状なのである。
V．おわりに
　かつて川口市の市議会議員をしていた祖父は，「午前中に鋳物組合の理事会に出席していて，
午後，市議会にいくと，午前中と同じ顔が揃っていた」といっていた。現在，市議会議員に鋳
物工場経営者はいない。「キューポラのある街」は，もはや変貌を遂げたのである。時代が移り，
街が変化するとともに，経営環境・経営文化も変化した。鋳物工場の「親方（社長）」が寄り集
まる昔ながらの料亭は寂れ，職人が日々の労働の疲れを癒す居酒屋はすたれた。現在，駅周辺
の商業地域には，チェーン店化した明るい居酒屋とファミリー・レストランが濫れている。そ
こには鋳物工場の経営を支える経営環境・経営文化は微塵も感じられない。
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　川口鋳物業の長期的衰退の原因を，工場経営者の責任にすることは，たやすいことである。
下請け構造を脱却するため，独自の製品を開発し，独自の販売ルートを確立すべきであった。
若年労働力に，魅力ある職場を提供するため，常に生産設備の改良に努め，労働条件の改善を
すすめるべきであった。業者間の過当競争を防ぎ，協業によって競争力を維持すべきであった。
提言すべきことは，数限りなくある。実際，鋳物業者の側にも，甘えの構造がある。発注先の
親企業に頼っていれば，独自に市場を開拓する必要もなく，経営が苦しくとも，頑張って耐え
ていれば，なんとかしてくれるであろう，というのである。工場経営者はよく，「このあいだの
注文は厳しかったが，今度の注文では，儲けさせてもらった」という。「儲けた」のではなく，
「儲けさせてもらった」なのである。大企業が下請け中小企業を景気変動の安全弁として利用
している一方，下請け中小企業も，経営環境がそれほど厳しくない時には，親企業との馴れ合
いの関係から，甘い汁を吸っているのである。
　さらに，この甘えの構造は，鋳物工場経営者と工場労働者の関係にまで浸透する。工場経営
者一家が「金の卵」ともいうべき若年労働者，いや，中高年労働者層にいたるまで，工場設備
の改善ができない分，彼らの生活の細部にわたるめんどうをみ，経営家父長制を強化する。労
働者側も，何かにつけて親類，縁者よりも経営者のほうが相談しやすい。これが，劣悪労働条
件下での，労働力確保の下地となるのである。飛躍的な主張となるかも知れないが，こうした
多層的主従関係の温存，甘えの構造の温存により，55年体制，自民党の一党支配は，継続され
ていったともいえよう。自民党のおこなう大企業本位の政策も，こうした多層的甘えの構造を
通じて，下請け中小企業，そして，そこで働く労働者に，恩恵を与えていくのである。川口鋳
物工場主の堅固な支持を受けた，大野市政下の自民党川口支部は，「川口自民党」と呼ばれ，当
時，川口市を訪れた自民党総裁佐藤栄作は，大野元美市長をみずから「総裁」と呼んだのであっ
た。この相互依存的甘えの構造は，全国の下請け中小企業に共通の構造ではないだろうか。
　鋳物工場経営者が，経営環境の変化，経営文化の変化に対応して，何をすべきであったかに
ついては，多くが語られるが，何をなしえたかについては語られることが少ない。彼らが，都
市化の急速な進展という経営環境の変化に対して，積極的に対応しなかったことは事実である。
しかし，首都東京の近隣で，ある程度の自己所有地を持っている経営者にとって，なにもせず
に，できるところまで経営を続けていこうとする選択は，はたして後ろ向きの選択であろうか。
「都落ち」してまで，下請け中小企業の経営を続けたくないという選択は，負の選択であろう
か。企業を取り巻く経営文化が変貌したとき，この選択の評価も変化する。すなわち，先祖伝
来の家業を維持していかなければならない，という経営文化・地域文化が消滅した瞬間，判断
の基準はきわめて合理的な収益性に還元されるのである。
　本稿でも大変利用させていただいた政治経済研究所の『川口市の産業構造について一とく
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に鋳物・機械産業の特徴について一』（1997年）には，産業の空洞化を防止するため，川口市
の鋳物業や機械工業の産業振興へむけての提言が，わかりやすく記述されている。農業と製造
業は，国民経済の基礎となるべきものであり，それらの産業が空洞化したとき，その経済はき
わめて脆弱な構造を持つこととなる。川口市も，駅前の商業地域を離れて，一歩郊外へむかう
と，鋳物の街としての痕跡がいまだ根強く残されている。バブル経済崩壊後，経営環境は一層
厳しくなっているが，川口市内で，鋳物工場の操業を継続させていこうとする経営者も，なお
健在である。これらの工場を，いかに住居部分と共存させていくか，大変困難な問題ではある
が，将来の地域経済，日本経済の繁栄のためにも，避けては通れない重大な問題であると思わ
れる。
